
書式第 12号 (法第 28条関係)

△
「 禾ロ 刀 3 年 度 事 業 報 告 書

平成31年 1月 1日 から令和元年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 国際生命科学研究機構 (英語名 ILSI Japan)
1 事業の成果
(1)組織運営
令和元 (2019)年の職員数は、年末に合計15名 (常勤3名、研修員等の無給5名、非常勤7名 )。
理事会を5回開催し、引続き従来の事業活動の活性化を図り、新規事業活動の企画について議論を
継続した。
令和元年12月 は入会が法人 1社と個人2名 あり、退会が3社、企業統合や合併により2社減少となり
結果会員数は60社、賛助会員が1社と個人会員5名 になった。

(2)調査研究事業
①途上国栄養改善事業 NJPPP(栄養改善事業推進プラットフォーム)のプロジェクトとしてカンボ
アにおいて「職場の栄養改善プロジェクト」を引続き推進した。カンボジアでは若い女性工員を
とし、栄養に対する行動変容の実現および血中微量栄養素の変化を測定した。首都でワークショッ
を開催し、ACN(Asian Congess Of Nutr■ tiOn ジャカルタ)にて報告した。
②同じくNJPPPのプロジェクトとして、インドネシアでは日本の国内給食業者との共同プロジェクト
を現地日系工場において、健康なメニューの導入及びT2駆E10i Check sheetを 用いた栄養教育を
施し、約2か月の介入試験を実施した。当該工業団地にて報告会を開催、及びACN(Aslan Col
ofNut� tion ジャカルタ)にて報告した。
③ 「組換え微生物を用いた高度に精製された添加物・食品の安全性評価の科学的な考え方について」
の勉強会を3月 に開催。産官学及び一般から計46名参加いただいた。
④ 食品領域の動物実験代替法推進プロジェクト (ILSI Japan AATプロジェクト)活動内容として
ア.日 本毒性学会での発表 (徳島、6月 )、 イ.米国FDA主催のワークショップにメンバー派遣 (9月 )
ウ.「幹細胞を用いた化学物質リスク情報共有化コンソーシアム」研究会参加 (10月 )、 工.日本動
実験代替法学会等への演者派遣 (11月 )。

(3)科学情報の普及・啓発事業
① 高齢者のための介護予防プログラム「TA田■o!」 (1日 10分間の運動、1日 10品目の食品群を食べる
動)。
1)東京都墨田区の委託により、「T躙回彊0!」 を用いた第15期介護予防教室「すみだテイクテン」を3

所延べ24回開催。延べ364名の方が参加した。
2)墨田区主催 「栄養・口腔講演会」の委託で2/22に講演会、2/23に調理実習を行った。
3)「 TA囮■0!」 に関わる講義、講演、教室、自主運営のサポー トを実施。 (場所 ;島根県吉賀町、
戸川総合人生大学、津和野町、墨田区自主グループ等)
② ERA(遺伝子組換作物の環境リスク評価)プロジェクト調査報告書 ;42‐47号6報及び特別号発行。

カ

(4)国内外関連機関との交流・連携事業
第 11回BeSeЪ (国際生命科学研究機構の日本、中国、韓国、台湾、シンガポール支部合同会議の名
称)会議を9/26,27にマレーシアのペナンにて開催した。

(5)出版事業
「イルシー」誌発行 :第 137号 (2月 )、 138号 (5月 )、 139号 (9月 )、 140号 (11月 )。

(6)成果発表事業
第8回 「栄養とエイジング」国際会議開催 : 10月 1～2日  国際連合大学 ウタント会議場
主催 : ILSI Japan、 「共催 : ILSI Europe,ILSI SOuth East Asia RettOn
企業特別参加 :  21社、後援団体 :  29団体、助成団体 :  7財団
全参加登録者数 :329名   (9ヵ 国)
テーマ :平均寿命と健康寿命が一致する社会の実現
セッション1 概要
セッション2 1LSI Japanの 取組み
セッション3 個別化栄養 (プレシジョン・ニュー トリション)で拓く健康の未来



2事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業

事業名 内  容 実施日時 実施場所
従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人数

支 出 額

(千円)

調査研究事業 3,10,11月
カンボジ

ア
3名
現地労働者

67名
4,175

途上国栄養改善事業の職場調査、

結果報告、改善活動

4月 スペイン 7名 会員28名 3,981同 上
バイオテクノ研究会 ISBR派 遣と報

告書作成

3,091同 上 途上国栄養改善事業の職場調査
1,7,8,11

月

インドネシ

ア
3名
現地労働者

103名

同  上 健康な食事研究会 通年 当機構 45名 会員、他 1,842

同 上

添加物・食品の安全性評価の科学

的な考え方についてのワークショッ

プ開催、勉強会など

3月 明治大学 7名
会 員 他 44

名
1,052

同  上 各研究部会における活動等 通年 当機構他 会員 8,872

科学情報の普

及・啓発事業

高齢者の為の介護予防プログラム
″

テイクテン
″
普及

通年
墨 田区、

島根
5名
一般市民

東京364名
5,551

季刊 当機構 5名
会員・希望

者
9,531同 上

科学情報関係の出版を行い関係機

関への情報提供

国内外の関連

機 関 と の 交

流・連携事業

ILSI支部等の国際会議参加・開催 9月
マ レー シ

ア
2名
会員。希望

者
189

1月 米国他 2名
会員・希望

者
1,275同 上 ILSI本部総会参加

1,681季刊誌「ILSIイルシー」発行 季刊 当機構 7名 公 開
出版物の発行

事業

会 員 及 び

希望者 329

名

13,780調査研究成果

発表事業
栄養とエイジング国際会議 10月

国連大学

内会議場
6名

1046,12月 当機構他 55名 △ 畠
7ヽ 只同 上 その他の調査研究成果発表事業



令和元年度 活動計算ロ
令和元年 1月 1日から令和元年12月 31日まで

五症土菫 [」,菫1法人墨]塵生
`鉤

[当iコ:口:盤櫨
(単位 :円 )

科 一日 金   額
If常収益

畢堅

‐

會曇取会買
き爵雪附金2   
蔓鼓寄り貪=gn肋
成立寺3   3麟
助成金4i巫
!蜃訛褥

5i]|!iliI入

nmi■
与

貪
8趾言‰
広報費

璽』幕究費

意を量曇署
I橋費

]は 十

2調
些■与
稲`∠′
董霧曇::1冒

富孟言底費
[報費

贅:肇
詈im
蘇舗買
言薄う言計

管理賞計
経常買
履
計
・常増減額

展蓄外収益l hia,
轟鰹霧鑓令

47′ 440,000 47,440′ 000

0

0

33,377.693

44′ 890
80 86 583

78 143 086

15.060,960
11.412′ 062
6′ 635′ 100
269,571

848
44.042

18′053.459
2.574.113

55,123.624

23 19 62

20.627′ 572

2,607′ 423
15.115,634
1.860′ 388
509′ 027
3′フ03′343
1′894′986
6′ 002.829
1′879,940
64,750
226′ 699
74.261
71′600
262.695
22′ 515
197,000
2′ 962

34.496.052

3′ 120′ 000
2.513.490
5,633′ 490

2.251′ 500
320′ 000
361.174
117.279
266′ 006
130.200
73.668

8′ 240′ 793
294,340
569.389
6.500

1′ 288.461
41.982
241,789
12,400
146,535

2′ 819.917
204.039
17.385,972

2′ 719,497

0

0
2′ 719.497

0

87.795.220
90′ 514,717



令和元年12月 31日 現在

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構 (ILSI]apan)
(単位 :円 )

科 目 金  額

I 資産の部

1)流動資産
現金・預金

現金

銀行預金・郵便貯金

棚卸資産

販売用図書

その他の流動資産

未収入金

前払費用

仮払金

流動資産合計

2)固定資産
建物付属設備

器具備品

商標権

差入保証金

固定資産合計

資産の部合計

Ⅱ 負債の部

1)流動負債
未払金

預り金

前受金

流動負債合計

2)固定負債

固定負債合計

負債の部合計

Ⅲ 正味財産の部

Ⅳ 負債の部及び正味財産の部合計

83′ 644
74′ 473′ 578 74′ 557′ 222

7′ 739′ 684

3′ 514′ 262

85′ 811,168

91 334 060

819 343

7′ 739′ 684

2′418′ 703
1′ 056′429
39,130

397′ 057
722′ 763
5

4,403′ 067 5,522,892

480′ 311
282′フ35
56′ 297

5,522′892

819,343

0

0

90′ 514′717

91,334,060



書式第16号 (法第28条関係)

令和元年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人   国際生命科学研究機構

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によつております。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
・評価基準は、取得原価基準を採用しております。
(2)固定資産の減価償却方法
・有形固定資産
建物付属設備、器具備品は定率法で償却しております。
・無形固定資産
商標権は定額法で償却しております。
(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

2 事業別損益の状況

3 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
なし

勘定科目 調査研究事業
調査研究成果

発表事業

科学情報の普

及・啓発事業

国内外関連機

関との交流連携

事業

出版物の発行

事業
管理培β門 合 計

I経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金隼
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
I経常費用
(1)人件費
給与・賞与

福利厚生費

人件買計

(2)その他経費
事務嘱託費

会議費

旅費交通費

通信費・運搬費

広報費

印刷費

調査研究費

渉外資

地代家賃

水道光熱費

事務用品費

機器リース料

銀行手数料

租税公課

減価償却費

本部会費

事務所費

保険料

諸会費

棚卸減耗費

雑費

その他経費計

3′ 056′ 625
11′ 841′ 278
163′057

2,750′000
8′448,000
2■ 4′062

6′499′ 440
135′660

269′ 571

47′ 440,000

44.890

47′ 440′ 000
0

5′ 806′ 625
27′ 058′ 289
557′669

15′ 060′960 11′412′ 062 6′ 635′ 100 ｎ

）
269′ 571 47′ 484′ 890 80′ 862,583

10′ 635′ 150
1,536′ 162

2′ 907′ 355
191′619

3′ 190′ 954
742′4■ 2

1′320,000
103,920

3′ 120′000
2.513′490

21′ 173′459
5,087′603

12,171′ 312 3′ 098,974 3′ 933,366 0 1.423′ 920 5′633,490 26.261′ 062

273,023
4′330,425
984′ 174
52′459
79′ 704

4′402′ 700
456′ 706

3′ 727

89′ 538
1′200

151,000

16,806

38′ 600
9′ 288′ 617

7′ 874
62′ 478
171,229

1′ 059′ 612

15′475

87′ 345

53,450

2′ 295′ 800
638′ 127
318′ 890
394′ 008
3′ 452′ 410
1′ 711′ 056
1′ 600′■29
316′ 556

45′ 548

40′ 656
400

262′695

22′ 515
46′ 000

4,005

858′ 465
549′450
82

47′ 066

9′ 160

183′ 930

70′ 000

2′962

2,571′500
361′ 174
117′279
266′ 006
130′ 200

73′668
8′ 240,793
294,340
569,389
1′ 288′461
41,982
12′ 400
■46′ 535
2′ 819,917
204′ 039

6′ 500

24■′789

5′ 178′923
15′476′ 808
1′ 977′ 667
775′ 033
3′ 833′ 543
1′ 894′ 986
6′ 002′ 829
1′953′ 608
8′ 240′ 793
294′ 340
634′ 139
1′ 288′461
268′ 681
84′ 000
409′ 230
2′ 819′ 9■ 7
204′ 039
22′ 515
203′ 500
2′962
316′ 050

10,84■,462 10′フ84′ 680 11′ 148′795 1′464′ 223 256,892 ■7′ 385′ 972 51′882,024
経常費用計 23.012,774 13,883,654 15.082,161 ■.464,223 1,680,812 23,0■ 9′462 78′ 143,086
当期経常増減額 -7 951 814 ‐2 471 592 -8′ 447′ 061 -1′ 464′ 223 -1′411,241 24,465′ 428 2′ 719′497



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
なし

5 固定資産の増減内訳

6 借入金の増減内訳
なし

7 役員及びその近親者との取引の内容
なし

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項
なし

科   目 期首取得価額 取  得 減 少 期末取得価額 減価償却累。十審 期末帳簿価額
有形固定資産

建物付属設備 1,722′ 000 ｎ

）
ｎ

） 1′ 722′000 1′ 324′943 397′057
器具備品 1′ 776′845 452′ 780 ｎ

） 2′ 229′ 625 1′ 506,862 722′ 763
無形固定資産

商標権 1′ 025′ 000 ｎ

）
∩

） 1′ 025,000 1′ 024′ 995 ”
Э

投資その他の資産

差入保証金 4′403,067 （
Ｕ

ｎ

） 4′403,067 ｎ

） 4,403′ 06フ

言十 8.926.912 452′ 780 ＾
Ｕ 9.379.692 3′ 856′ 800 5′522,892



令和元年度 財産目録
2019年 12月 31日現在

特定非営利活動法人

国際生命科学研究機構

(単位 :円

科 目 金  額

83′ 644

53′ 658′ 451
109′ 103

20′ 232′ 173
14′ 515

74′ 014′ 242

459′336

74′ 014′ 242

459′ 336

83′644

459′336

7,739,684

74′ 557′222

7′ 739′ 684

1′ 000′ 000
1′ 287′ 609
129′785
1′309

2,418′ 7032′ 418′ 703

1,056′429
1′ 056′429

39,130
39′ 130

85′ 811′ 168

236′ 492
160′ 565
397′ 057

381′ 157
341′ 606
722′ 763

5

4′403′067

397′057

722′ 763

5

4′ 403′ 067

I 資産の部
(1)流動資産
1.現金 事務所手持ち現金残高

2.普通預金 みずほ銀行 麹町支店 普通預金

みずほ銀行 麹町支店 外貨預金

三菱UFJ銀行 麹町中央支店 普通預金

三菱UFJ銀行 麹町中央支店外貨普通預金

普通預金合計

3.郵便貯金 ゆうちよ銀行 (通常貯金 )

郵便貯金合計

現・預金合計

4.販売用図書   販売用図書として在庫

5.未収入金 H30年度 年会貢 2社

バイオ研究会 2019EFい調査報告書事業 協賛:

日本八ムい テイクテンリータ―゙講師代      |
書籍売上 :3社             |
未収金合言十             1

6.前払費用 事務所象賃等

前払費用合計

7.仮払金 調査研究に係る現地払い資金等

仮払金合計

流動資産合計

(2)固定資産
1.建物付属設備 事務所入居時配線工事

事務所入居時会議室間仕切・プラインド設置

建物付属設備合計

2.器具備品 机等事務所備品―式

パソコン他情報機器

器具備品合計

3.商標権 TAKE101独占使用権

商標権合計

4.差入保証金  敷金 (にしかわビル)

固定資産合計 5′ 522′ 892

91.334.060資産の部合計



令和元年度 財産目録
2019年 12月 31日現在

特定非営利活動法人

国際生命科学研究機構
単位 :円 )

科 目 金  額

316′ 623
70′ 000
93,688
480′ 311

178′ 119
35′916
68′ 700
282′ 735

56′ 297

480,311

282′ 735

56′ 297

819′ 343

0

819′ 343

90,514,717

1.未払金

2.預り金

3.前受金 購読料前受金

負債の部合計

I負債の部
(1)流動負債

社会保険料 (法人負担分)

法人都民税見込納付額

コピー機使用料他

未払金合計

源泉所得税

社会保険料 (雇用者 )

住民税

預り金合計

流動負債合計

(2)固定負債

Ⅲ 正 味 財 産
1.期首在高
2.当期増減額

3.期末在高

87′ 795′ 220
2′ 719′ 497
90′ 514′ 717

ｎ

ｖ

91,334′ 060負債・正味財産の部合計



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和元年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名障)

特定非営利活動法人 □ 生命科学研究機構

1 確認事項 (法第 20条 及び第 2¬ 条を確認の上、チェックを入れて ください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
回各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )
住 所 又 は 居 所

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 て)・監事
ヤスカワタク

安川 拓

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

2 9 監事
ミヤザワ テル

宮澤 陽夫

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

3
′ヽ

そ■監事
タニグチシグル

谷口 茂

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

午 月

月

日

年 日

4
′ヽ

民デ
・監事

クワタタモツ

桑田 有

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

5
′ヽ

Rテ
・監事

アベ フ ミアキ

阿部 文明

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年 月

月

日

日年

6 ゃ艦事
サカタタカシ

¨

坂田 隆

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月   日

月   日

7 ()・ 監
事
アベケイイチ

阿部 圭―

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

8 9艦事
イワモ トムツオ

岩元 睦夫

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

9 〈ン・監事
キムラツヨシ

木村 毅

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

10 今 監事

シ ミズマコ ト

清水 誠

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年 月

月

日

日年

11 O 監事
ツジムラヒデオ

辻村 英雄

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年 月

月

日

曰年

12
′ヽ

嗅す・監事
トガミタカシ

戸上 貴司

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年  月 日

日年 月

13 O 監事
ナカエダイ

中江 大

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年 月

月

日

日年

14 彎 監事
アイ
=_■
Zt7_1

松山 旭

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年  月  日

4=   月   日

事 業 報 告 用



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

15 理事・(〉
ヤマダユウジ

山田 雄司

平成31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

16 理事署)
モリタミノル

守田  稔

平成31年 1月 1日

令和元年12月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和元年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人 国際生命科学研究機構

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

アサヒグループホール
ディングス閉 代表取
締役社長兼CEO 小路
明善

2
味の素い代表取締役
取締役社長 西井孝明

3 鯛
ADEKA 代表取締役
社長 城詰 秀尊

4

欄明治
代表取締役社長
松田 克也

5
森永乳業閉
代表取締役社長
宮原 道夫

6
い伊藤園
代表取締役社長
本庄 大介

7
大塚製薬欄
代表取締役社長
樋回 達夫

8
高砂香料工業閉
代表取締役社長
枡村 聡

9
花王m
代表取締役社長執行役
員 澤田 道隆

10

カゴメ (株 )
代表取締役社長
寺田 直行

11

12


